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交付目論見書
2022年2月28日
＜訂正事項分＞

FCインベストメント・リミテッド

・ この交付目論見書は、金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書です。この交付目論見書により行うFC Tトラスト － 
海通 － アイザワ 中国ナンバーワンファンド（以下「ファンド」といいます。）の受益証券（「ファンド証券」）の募集については、管理
会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規定により有価証券届出書を2021年11月30日に関東財務局長
に提出しており、2021年12月1日にその届出の効力が生じております。また、同法第7条の規定により、有価証券届出書の
訂正届出書を2022年2月28日に関東財務局長に提出しております。

・ ファンド証券の価格は、ファンドに組み入れられている有価証券の値動きのほか、為替変動による影響を受けます。したがって、
純資産価格は変動しますので元本が保証されるものではありません。これらの運用による損益はすべて投資者の皆様に帰属
します。

・ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読みください。
・ファンドに関するより詳細な情報を含む投資信託説明書（請求目論見書）が必要な場合は、販売会社にご請求いただければ

当該販売会社を通じて交付されます。なお、請求を行った場合には、投資者がその旨を記録しておくこととされております。
・また、EDINET（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されておりますので、詳細情報の内容は

WEBサイト（https://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）でもご覧いただけます。

　2022年2月28日に有価証券届出書の訂正届出書を提出いたしましたので、2021年12月1日付投資信託
説明書（交付目論見書）（以下「原交付目論見書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正するものであり
ます。
　なお、本訂正事項分の記載事項のうち外貨数字の円換算については、直近の為替レートを用いておりますので、
訂正前の換算レートとは異なっております。



原交付目論見書の該当情報は、以下のとおり更新されます。

＜管理会社＞ FCインベストメント・リミテッド
 （前略）
 管 理 会 社 は、本 ファンドを 含 む ケ イマ ン 籍 契 約 型 投 資 信 託５本（純 資 産 総 額

41,816,144.50米ドル、7,046,930,514円）の管理および運営を行っています。（2021年
12月末日現在）

純資産総額および1口当たり純資産価格の推移

運 用 実 績

資産別および地域別の投資状況 分配の推移

収益率の推移

運用実績に係る注記事項

1口当たり純資産価格
（米ドル）

純資産総額
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（2021年12月末日現在）

　ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。

設定来、分配金の支払実績はございません。

以下の内容が追加されます。

（注） 収益率（%） ＝ 100 × （a － b）／ b
a ＝ 当該期間最終日の1口当たり純資産価格（当該計算

期間の分配金の合計額を加えた額）
b ＝ 当該期間の直前の日の１口当たり純資産価格（分配

落の額）

資産の種類

株式
現金・その他の資産（負債控除後）

総計（純資産総額）

 

香港

国／
地域

時価合計
（米ドル）
1,256,778.96 

53,391.15 
1,310,170.11

（約151百万円）

投資比率
（%）
95.92
4.08

100.00
計算期間

2021年1月1日から2021年12月末日まで

収益率
（注）

-22.19%
（注1） 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時

価の比率をいいます。
（注2） 米ドルの円貨換算は、便宜上、2021年12月30日現在の株式

会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲値（1米ドル＝
115.02円）によります。
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ケイマン籍／契約型／外国投資信託（米ドル建て）

＜管理会社＞ FCインベストメント・リミテッド
 2003年9月にケイマン諸島において設立。
 ファンド資産の管理・運用業務を行います。
 管理会社の資本金は5,000万円です。
 管 理 会 社は、本ファンドを含むケイマン 籍 契 約 型 投 資 信 託５本（純 資 産 総 額

40,216,116.68米ドル、5,666,388,441円）の管理および運営を行っています。
（2021年9月末日現在）

＜投資運用会社＞ 海通國際資産管理（香港）有限公司
 ファンド資産の投資運用業務を行います。
＜受託会社＞ G.A.S.（ケイマン）リミテッド
 ファンドの受託業務を行います。
＜管理事務代行会社＞ SMTファンド・サービシーズ（アイルランド）リミテッド
 管理事務代行業務を行います。
＜保管会社＞ 三井住友信託銀行株式会社ロンドン支店
 ファンド資産の保管業務を行います。
＜日本における販売会社 アイザワ証券株式会社
　／代行協会員＞ 日本におけるファンド証券の代行協会員および販売会社としての業務を行います。

・この交付目論見書は、金融商品取引法第13条の規定に基づく目論見書です。この交付目論見書により行うFC Tトラ
スト － 海通 － アイザワ 中国ナンバーワンファンド（以下「ファンド」といいます。）の受益証券（以下「受益証券」ま
たは「ファンド証券」といいます。）の募集については、管理会社は、金融商品取引法（昭和23年法第25号）第5条の規
定により有価証券届出書を2021年11月30日に関東財務局長に提出しており、2021年12月1日にその届出の効力が生
じております。

・ファンド証券の価格は、ファンドに組み入れられている有価証券の値動きのほか、為替変動による影響を受けま
す。したがって、1口当たり純資産価格は変動しますので元本が保証されるものではありません。これらの運用に
よる損益はすべて投資者の皆様に帰属します。

・ご購入にあたっては本書の内容を十分にお読みください。
・ファンドに関するより詳細な情報を含む投資信託説明書（請求目論見書）が必要な場合は、販売会社にご請求

いただければ当該販売会社を通じて交付されます。なお、請求を行った場合には、投資者がその旨を記録して
おくこととされております。

・また、EDINET（金融庁の開示書類閲覧ホームページ）で有価証券届出書等が開示されておりますので、詳細情報
の内容はWEBサイト（https://disclosure.edinet-fsa.go.jp/）でもご覧いただけます。

2021.12.1

投資信託説明書
（交付目論見書）

FC Tトラスト - 海通 - アイザワ

FC T - Trust - Haitong Aizawa China Number One FundFC T - Trust - Haitong Aizawa China Number One Fund



ファンドの目的・投資方針・投資対象

主な投資制限

運用体制

　管理会社および投資運用会社は、ファンドのために以下の投資を行うことはできません。
⒈ 買付時に5億米ドルを下回る時価総額の中国企業に投資すること。ただし、投資運用会社の意見および判断

において、当該中国企業が、その営業を行う産業部門においてマーケット・リーダーであるという場合は除きます。
⒉ 投資運用会社が自ら当事者として、管理会社、または投資運用会社の取締役もしくは管理会社の取締役と

取引すること。
⒊ 受益者の利益を損なうか、またはファンドの資産の適切な運用に違反する取引（受益者ではなく管理会社、

投資運用会社もしくは第三者の利益を図る取引を含みますが、これらに限りません。）を行うこと。
⒋ 当該取得の結果、管理会社または投資運用会社が運用する複数のミューチュアル・ファンド全部が保有する

投資法人ではない1つの会社の議決権付株式総数が当該会社の発行済議決権付株式総数の50%を超える
場合に、当該会社の株式を取得すること。

⒌ 当該取得の結果、ファンドの保有する1つの会社の株式総数が当該会社の発行済株式総数の10%を超え
る場合に、当該会社の株式を取得すること。

⒍ 空売りを行った有価証券の時価総額が純資産総額の15%を超える場合に、空売りを行うこと。
　投資運用会社は、投資ポートフォリオの値下がりに対してヘッジを行うために、またポートフォリオの収益を強化す
るために、インデックスおよびストック・オプションを含む金融先物およびオプションの利用を選択することができます。
　ファンドが米ドル建てである一方で、投資対象は香港ドル、米ドル、および人民元建てであるため、投資運
用会社は、ファンドを通貨危機から保護するために、金融デリバティブを通じて通貨ヘッジを行う権利を有します。
　投資運用会社は、非上場投資対象の価格付けの透明性を確保するために適切な措置を決定します。
借入制限
　投資運用会社は、ファンドのために、その時点において未弁済である金額がファンドの純資産総額の10%
に達するまで借入れを行うことができます。

分配方針

　管理会社は、その絶対的な裁量で、ファンドの純収益ならびに実現および未実現キャピタル・ゲインの分配を
受益者に対して行うことができます。しかしながら、本書の日付現在、管理会社はかかる分配を行うことを予定して
おりません。
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　ファンドは、様々な証券取引所に上場している大手中国企業、特に、香港の証券取引所に上場されているＨ株
式およびレッド・チップ、ならびに上海および深センの証券取引所に上場されているA株式に主に投資することに
より、中長期的に安定したキャピタル・ゲインを獲得することを目的としています。投資運用会社は、「大手」中国
企業について、中国のそれぞれの産業部門におけるマーケット・リーダーか、または最低5億米ドルの時価総額を
有し、かつその営業を行う産業部門において重要で支配的な役割を担う中国企業と定義します。投資運用会社
は、中国の経済成長を受けて、このような潜在的「世界クラス」の中国企業は、投資者にとって多くの有益な機会
をもたらすものと判断しています。投資運用会社の経験および評価は、これらのマーケット・リーダーを通じた中国
に対する投資のリスク・リターンの割合は、中・小規模の企業等の他の資産クラスを通じた中国に対する投資と
比べて、はるかに有利であることを示しています。
　この目的を達成するため、投資運用会社は、比較的大量の取引総額のある証券、高い時価総額、健全な
収益、売上の伸び率、拡大する利益率など定量的な手法を用いて大規模企業株式を体系的に選別します。
　投資運用会社は、経営の妥当性、企業統治のレベルおよび一般の株主と経営上の利益の整合性の程度を
質的に評価するために行う企業訪問および実地調査を通じて、さらなる選別を行います。
　投資運用会社は、国際的な資金運用の経験も持つ中国の専門家チームから構成されます。したがって、
投資運用会社は、中国市場における投資アイデアおよびテーマを把握し調査することができます。また、投資運用
会社は、国際的に有名な証券会社および中国国内の証券会社を通じて中国関連企業に関する調査情報を
収集します。
　最終的な投資選別は、株式および市場の評価です。投資運用会社は、投資者の投資資本をリスクにさらす
ことがないよう保守的な方法で、合理的な価格で大手中国企業に投資を行うことを目指します。
　ファンドに関する投資ポートフォリオの構築のプロセスの一環として、投資運用会社は、一連の会議（中国の
マクロおよび市場の問題点を協議するための毎月の中国株式投資戦略会議、ならびに個々の中国株式投資
のアイデアおよび企業訪問および実地調査の結果を協議および討議するための毎週の中国株式選別会議
を含みます。）を行います。当該会議には、投資運用会社のチームのメンバーが出席し、中国の業績優秀なファン
ド・マネージャーおよびアナリスト等のゲストが投資アイデアについての意見交換をするため招待されます。
　ファンドは、香港上場Ｈ株式、レッド・チップ、またさらにはB株式に対する投資のみならず、中国の国外で設立
され、QFIIとして承認された国際的な証券会社の割当数量を通じて、ロー・ストライク・プライス・オプションまたは
エクイティ・リンク債（以下「本オプション／エクイティ・リンク債」といいます。）の形式によって間接的にA株式に
対しても投資を行うように努めます。

1. 投資運用方針の意思決定プロセス
　投資運用会社は、現在、ダイナミックな投資プロセスを採用しています。投資運用会社全体で毎週または隔
週で開かれる戦略検討会議で定められる厳密な基準に基づき、資産配分を決定します。ダイナミックな投資プ
ロセスは、「トップダウン」マクロ経済分析の要素と、「ボトムアップ」企業分析の要素を組み合わせます。

2. 社内会議もしくは委員会またはその他の社内組織
　投資運用会社は、ファンドのパフォーマンスを検討するための投資検討会議を毎週行います。経営陣レベル
では、投資運用会社は、ファンドのパフォーマンス、リスクおよびコンプライアンスを検討するため、その取締役と
部門間会議を毎月行います。投資運用会社は、適宜、管理会社にファンドに関する報告を行います。

3. ファンドの投資運用
⑴ ファンド管理事務の方針決定

　ファンド管理事務の方針は、一般的な市場の慣行、規制上の要件および方針の実行可能性を考慮
して、投資運用会社の会議で毎月決定されます。既存の方針の変更は、投資運用会社の取締役の承認が
あった場合のみ行われます。

⑵ 取引の実行
　取引は、ブルームバーグのAIMシステムに注文をインポートすることによって始められます。セントラル・
ディーラーに送信する前に、インポートされた取引の取引前のコンプライアンスチェックをブルームバーグの
AIMシステムで実施にします。かかる取引が取引前のコンプライアンスチェックに合格した後、セントラル・
ディーラーは、注文の実行および取引状況のモニタリングのために、ブルームバーグのシステムを通じて
当該注文を承認されたブローカーに送信します。業務担当社員は、実行後、その他のすべての業務上
および決済上の事項について追跡調査を行います。

⑶ モニタリング
　投資運用会社は、3段階のレベルでモニタリングを行います。取引前のコンプライアンスチェック、最良
執行、注文の公正な配分および日々の突合等の日々のモニタリングは、リスク管理担当社員および業務
担当社員により行われます。（3名で構成される）コンプライアンス担当社員は、取引の実行、資金運用
および規制遵守に関する継続的なコンプライアンスのモニタリングを行います。コンプライアンス違反の
問題があった場合、コンプライアンス担当社員は、投資運用会社のコンプライアンスおよびモニタリングを
監督する上級経営陣に直接報告します。

⑷ リスク管理、投資運用評価および法務管理
　投資運用会社のリスクモニタリングおよびリスク管理は、持株会社のリスク管理部門により行われます。
投資運用会社を監督するリスク・マネージャーは持株会社のチーフ・リスク・オフィサーに直接報告し、
ファンド・マネージャーへの報告過程はありません。リスク管理部門は、投資運用会社の日々の事業活動
から生じるリスクのあらゆる側面の分析、測定、モニタリングおよび管理について責任を負います。
　ファンドのパフォーマンスおよびリスクは、投資委員会の会議で毎月検討されます。投資運用会社の持株
会社の法務およびコンプライアンス部は、外部弁護士とともに、投資運用会社の法務を支援するものと
します。
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⒌ 当該取得の結果、ファンドの保有する1つの会社の株式総数が当該会社の発行済株式総数の10%を超え
る場合に、当該会社の株式を取得すること。

⒍ 空売りを行った有価証券の時価総額が純資産総額の15%を超える場合に、空売りを行うこと。
　投資運用会社は、投資ポートフォリオの値下がりに対してヘッジを行うために、またポートフォリオの収益を強化す
るために、インデックスおよびストック・オプションを含む金融先物およびオプションの利用を選択することができます。
　ファンドが米ドル建てである一方で、投資対象は香港ドル、米ドル、および人民元建てであるため、投資運
用会社は、ファンドを通貨危機から保護するために、金融デリバティブを通じて通貨ヘッジを行う権利を有します。
　投資運用会社は、非上場投資対象の価格付けの透明性を確保するために適切な措置を決定します。
借入制限
　投資運用会社は、ファンドのために、その時点において未弁済である金額がファンドの純資産総額の10%
に達するまで借入れを行うことができます。

分配方針

　管理会社は、その絶対的な裁量で、ファンドの純収益ならびに実現および未実現キャピタル・ゲインの分配を
受益者に対して行うことができます。しかしながら、本書の日付現在、管理会社はかかる分配を行うことを予定して
おりません。
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　ファンドは、様々な証券取引所に上場している大手中国企業、特に、香港の証券取引所に上場されているＨ株
式およびレッド・チップ、ならびに上海および深センの証券取引所に上場されているA株式に主に投資することに
より、中長期的に安定したキャピタル・ゲインを獲得することを目的としています。投資運用会社は、「大手」中国
企業について、中国のそれぞれの産業部門におけるマーケット・リーダーか、または最低5億米ドルの時価総額を
有し、かつその営業を行う産業部門において重要で支配的な役割を担う中国企業と定義します。投資運用会社
は、中国の経済成長を受けて、このような潜在的「世界クラス」の中国企業は、投資者にとって多くの有益な機会
をもたらすものと判断しています。投資運用会社の経験および評価は、これらのマーケット・リーダーを通じた中国
に対する投資のリスク・リターンの割合は、中・小規模の企業等の他の資産クラスを通じた中国に対する投資と
比べて、はるかに有利であることを示しています。
　この目的を達成するため、投資運用会社は、比較的大量の取引総額のある証券、高い時価総額、健全な
収益、売上の伸び率、拡大する利益率など定量的な手法を用いて大規模企業株式を体系的に選別します。
　投資運用会社は、経営の妥当性、企業統治のレベルおよび一般の株主と経営上の利益の整合性の程度を
質的に評価するために行う企業訪問および実地調査を通じて、さらなる選別を行います。
　投資運用会社は、国際的な資金運用の経験も持つ中国の専門家チームから構成されます。したがって、
投資運用会社は、中国市場における投資アイデアおよびテーマを把握し調査することができます。また、投資運用
会社は、国際的に有名な証券会社および中国国内の証券会社を通じて中国関連企業に関する調査情報を
収集します。
　最終的な投資選別は、株式および市場の評価です。投資運用会社は、投資者の投資資本をリスクにさらす
ことがないよう保守的な方法で、合理的な価格で大手中国企業に投資を行うことを目指します。
　ファンドに関する投資ポートフォリオの構築のプロセスの一環として、投資運用会社は、一連の会議（中国の
マクロおよび市場の問題点を協議するための毎月の中国株式投資戦略会議、ならびに個々の中国株式投資
のアイデアおよび企業訪問および実地調査の結果を協議および討議するための毎週の中国株式選別会議
を含みます。）を行います。当該会議には、投資運用会社のチームのメンバーが出席し、中国の業績優秀なファン
ド・マネージャーおよびアナリスト等のゲストが投資アイデアについての意見交換をするため招待されます。
　ファンドは、香港上場Ｈ株式、レッド・チップ、またさらにはB株式に対する投資のみならず、中国の国外で設立
され、QFIIとして承認された国際的な証券会社の割当数量を通じて、ロー・ストライク・プライス・オプションまたは
エクイティ・リンク債（以下「本オプション／エクイティ・リンク債」といいます。）の形式によって間接的にA株式に
対しても投資を行うように努めます。

1. 投資運用方針の意思決定プロセス
　投資運用会社は、現在、ダイナミックな投資プロセスを採用しています。投資運用会社全体で毎週または隔
週で開かれる戦略検討会議で定められる厳密な基準に基づき、資産配分を決定します。ダイナミックな投資プ
ロセスは、「トップダウン」マクロ経済分析の要素と、「ボトムアップ」企業分析の要素を組み合わせます。

2. 社内会議もしくは委員会またはその他の社内組織
　投資運用会社は、ファンドのパフォーマンスを検討するための投資検討会議を毎週行います。経営陣レベル
では、投資運用会社は、ファンドのパフォーマンス、リスクおよびコンプライアンスを検討するため、その取締役と
部門間会議を毎月行います。投資運用会社は、適宜、管理会社にファンドに関する報告を行います。

3. ファンドの投資運用
⑴ ファンド管理事務の方針決定

　ファンド管理事務の方針は、一般的な市場の慣行、規制上の要件および方針の実行可能性を考慮
して、投資運用会社の会議で毎月決定されます。既存の方針の変更は、投資運用会社の取締役の承認が
あった場合のみ行われます。

⑵ 取引の実行
　取引は、ブルームバーグのAIMシステムに注文をインポートすることによって始められます。セントラル・
ディーラーに送信する前に、インポートされた取引の取引前のコンプライアンスチェックをブルームバーグの
AIMシステムで実施にします。かかる取引が取引前のコンプライアンスチェックに合格した後、セントラル・
ディーラーは、注文の実行および取引状況のモニタリングのために、ブルームバーグのシステムを通じて
当該注文を承認されたブローカーに送信します。業務担当社員は、実行後、その他のすべての業務上
および決済上の事項について追跡調査を行います。

⑶ モニタリング
　投資運用会社は、3段階のレベルでモニタリングを行います。取引前のコンプライアンスチェック、最良
執行、注文の公正な配分および日々の突合等の日々のモニタリングは、リスク管理担当社員および業務
担当社員により行われます。（3名で構成される）コンプライアンス担当社員は、取引の実行、資金運用
および規制遵守に関する継続的なコンプライアンスのモニタリングを行います。コンプライアンス違反の
問題があった場合、コンプライアンス担当社員は、投資運用会社のコンプライアンスおよびモニタリングを
監督する上級経営陣に直接報告します。

⑷ リスク管理、投資運用評価および法務管理
　投資運用会社のリスクモニタリングおよびリスク管理は、持株会社のリスク管理部門により行われます。
投資運用会社を監督するリスク・マネージャーは持株会社のチーフ・リスク・オフィサーに直接報告し、
ファンド・マネージャーへの報告過程はありません。リスク管理部門は、投資運用会社の日々の事業活動
から生じるリスクのあらゆる側面の分析、測定、モニタリングおよび管理について責任を負います。
　ファンドのパフォーマンスおよびリスクは、投資委員会の会議で毎月検討されます。投資運用会社の持株
会社の法務およびコンプライアンス部は、外部弁護士とともに、投資運用会社の法務を支援するものと
します。
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リスク要因

　投資者は、ファンド証券の価格が上昇することも下落することもあることを認識すべきです。したがって、買戻し
または償還に関して投資者が受取る金額が、投資元本を下回ることもあります。
　ファンドの信託財産に生じた損益はすべて受益者のみなさまに帰属します。ファンドは投資元本が保証されて
いるものではありません。投資信託は預貯金とは異なります。
　ファンドへの投資のリスクには以下が含まれますが、下記の記載はファンドへの投資に伴うリスクをすべて説明
するものではありません。
■ ファンドの投資目的の達成
　ファンドの投資目的が達成できる旨の保証または確約はされていません。
■ 決済リスク
　ファンドは、ファンドの投資対象である本オプション／エクイティ・リンク債の発行体および投資運用会社が
ファンドの勘定で取引を行うその他の者の信用リスクおよび決済不履行のリスクにさらされます。
■ 為替レート
　ファンドが米ドル以外の通貨で表示された資産に投資する場合、ファンド証券は為替レートの変動リスクにさら
されます。投資運用会社はファンドのために、為替取引によって上記の投資に伴うリスクを相殺するよう努力
します。
　為替取引のリスクには、為替レートのリスク、金利リスク、現地の為替市場、外国投資または特定の外貨取引
の規制を通じて外国政府が介入する可能性などと関連があります。
■ 政府、経済、社会等に関する検討事項
　ファンドの基礎となる資産の純資産総額および流動性は為替レート、為替管理、金利、政府方針および税制
の変更、社会、政治および経済の不安定化または中国における、または中国に影響するその他の出来事の
悪影響を受けます。
■ 市場変動の可能性
　中国の株式市場は最近、著しい価格変動に見舞われており、こうした変動が将来起こらないという保証はあり
ません。
■ 企業の情報開示、会計および規制基準
　一部の中国企業の情報開示は国際基準に比べて厳格ではなく、企業に関する公開情報も少ない場合が
あります。また中国企業に適用される会計基準は米国やヨーロッパの企業に適用される会計基準とは大きく
異なります。
■ ロー・ストライク・プライス・オプション／エクイティ・リンク債への投資
　本オプション／エクイティ・リンク債への投資は、他の特定のオプション投資には伴わない重大なリスク（特に
裏付株式の市場価格の変動、人民元と米ドルの為替レートの変動、および予測が困難でありかつ発行体の
支配を超えるその他の事象を含みます。）を伴います。例えば、収益がゼロまたはマイナスになり、投資の要綱
によって事後的に調整が行われ、投資価値が繰上償還および市場の状況、為替レート等を含む様々な要素

（これらの要素に限定されません。）のために大幅に下落する可能性があります。
■ 流動性リスク
　投資運用会社がファンドの勘定で投資することができる有価証券は、流動性が低い可能性があります。ファンド
が比較的流動性の低い有価証券に投資する場合、投資運用会社が希望する価格とタイミングで投資対象を
処分する機会は制限される可能性があります。

その他の留意点

　ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。

リスクの管理体制

　管理会社は、投資運用会社と密に連絡を取り、上記のリスクの現実化の可能性の程度等を常に正確に把握
できるように努めます。上記「運用体制」を参照ください。

リスクに関する参考情報

　グラフは、ファンドの投資リスクをご理解いただくための情報の一つとしてご利用ください。

2016年10月～2021年9月の5年間におけるファンドの
課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格（各月末
時点）と、年間騰落率（各月末時点）の推移を示したものです。

このグラフは、ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較
できるように作成したもので、左のグラフと同じ期間における
年間騰落率（各月末時点）の平均と振れ幅を、ファンドと
代表的な資産クラスとの間で比較したものです。

※ 課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出
したものです。ただし、ファンドについては分配金の支払実績はないため、課税前分配金再投資換算1口当たり純資産
価格は1口当たり純資産価格と等しくなります。

※ ファンドの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその1年前における課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格を
対比して、その騰落率を算出したものです。

※ ファンドの年間騰落率は、ファンドの基準通貨である米ドル建てで計算されており、円貨に為替換算されておりません。した
がって、円貨に為替換算した場合、上記とは異なる騰落率となります。

※ 代表的な資産クラスの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその1年前における下記の指数の値を対比して、その騰落率
を算出したものです。

※ ファンドと代表的な資産クラスとの年間騰落率の比較は、上記の5年間の各月末時点における年間騰落率を用いて、
それらの平均・最大・最小をグラフにして比較したものです。

※ ファンドは代表的な資産クラスの全てに投資するものではありません。

出所： Bloomberg L.P.および指数提供会社のデータを基に
FC インベストメント・リミテッドが作成

ファンドの課税前分配金再投資換算1口当たり
純資産価格・年間騰落率の推移

ファンドと代表的な資産クラスとの
年間騰落率の比較
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リスク要因

　投資者は、ファンド証券の価格が上昇することも下落することもあることを認識すべきです。したがって、買戻し
または償還に関して投資者が受取る金額が、投資元本を下回ることもあります。
　ファンドの信託財産に生じた損益はすべて受益者のみなさまに帰属します。ファンドは投資元本が保証されて
いるものではありません。投資信託は預貯金とは異なります。
　ファンドへの投資のリスクには以下が含まれますが、下記の記載はファンドへの投資に伴うリスクをすべて説明
するものではありません。
■ ファンドの投資目的の達成
　ファンドの投資目的が達成できる旨の保証または確約はされていません。
■ 決済リスク
　ファンドは、ファンドの投資対象である本オプション／エクイティ・リンク債の発行体および投資運用会社が
ファンドの勘定で取引を行うその他の者の信用リスクおよび決済不履行のリスクにさらされます。
■ 為替レート
　ファンドが米ドル以外の通貨で表示された資産に投資する場合、ファンド証券は為替レートの変動リスクにさら
されます。投資運用会社はファンドのために、為替取引によって上記の投資に伴うリスクを相殺するよう努力
します。
　為替取引のリスクには、為替レートのリスク、金利リスク、現地の為替市場、外国投資または特定の外貨取引
の規制を通じて外国政府が介入する可能性などと関連があります。
■ 政府、経済、社会等に関する検討事項
　ファンドの基礎となる資産の純資産総額および流動性は為替レート、為替管理、金利、政府方針および税制
の変更、社会、政治および経済の不安定化または中国における、または中国に影響するその他の出来事の
悪影響を受けます。
■ 市場変動の可能性
　中国の株式市場は最近、著しい価格変動に見舞われており、こうした変動が将来起こらないという保証はあり
ません。
■ 企業の情報開示、会計および規制基準
　一部の中国企業の情報開示は国際基準に比べて厳格ではなく、企業に関する公開情報も少ない場合が
あります。また中国企業に適用される会計基準は米国やヨーロッパの企業に適用される会計基準とは大きく
異なります。
■ ロー・ストライク・プライス・オプション／エクイティ・リンク債への投資
　本オプション／エクイティ・リンク債への投資は、他の特定のオプション投資には伴わない重大なリスク（特に
裏付株式の市場価格の変動、人民元と米ドルの為替レートの変動、および予測が困難でありかつ発行体の
支配を超えるその他の事象を含みます。）を伴います。例えば、収益がゼロまたはマイナスになり、投資の要綱
によって事後的に調整が行われ、投資価値が繰上償還および市場の状況、為替レート等を含む様々な要素

（これらの要素に限定されません。）のために大幅に下落する可能性があります。
■ 流動性リスク
　投資運用会社がファンドの勘定で投資することができる有価証券は、流動性が低い可能性があります。ファンド
が比較的流動性の低い有価証券に投資する場合、投資運用会社が希望する価格とタイミングで投資対象を
処分する機会は制限される可能性があります。

その他の留意点

　ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリングオフ）の適用はありません。

リスクの管理体制

　管理会社は、投資運用会社と密に連絡を取り、上記のリスクの現実化の可能性の程度等を常に正確に把握
できるように努めます。上記「運用体制」を参照ください。

リスクに関する参考情報

　グラフは、ファンドの投資リスクをご理解いただくための情報の一つとしてご利用ください。

2016年10月～2021年9月の5年間におけるファンドの
課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格（各月末
時点）と、年間騰落率（各月末時点）の推移を示したものです。

このグラフは、ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較
できるように作成したもので、左のグラフと同じ期間における
年間騰落率（各月末時点）の平均と振れ幅を、ファンドと
代表的な資産クラスとの間で比較したものです。

※ 課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格は、税引前の分配金を分配時にファンドへ再投資したとみなして算出
したものです。ただし、ファンドについては分配金の支払実績はないため、課税前分配金再投資換算1口当たり純資産
価格は1口当たり純資産価格と等しくなります。

※ ファンドの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその1年前における課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格を
対比して、その騰落率を算出したものです。

※ ファンドの年間騰落率は、ファンドの基準通貨である米ドル建てで計算されており、円貨に為替換算されておりません。した
がって、円貨に為替換算した場合、上記とは異なる騰落率となります。

※ 代表的な資産クラスの年間騰落率（各月末時点）は、各月末とその1年前における下記の指数の値を対比して、その騰落率
を算出したものです。

※ ファンドと代表的な資産クラスとの年間騰落率の比較は、上記の5年間の各月末時点における年間騰落率を用いて、
それらの平均・最大・最小をグラフにして比較したものです。

※ ファンドは代表的な資産クラスの全てに投資するものではありません。

出所： Bloomberg L.P.および指数提供会社のデータを基に
FC インベストメント・リミテッドが作成

ファンドの課税前分配金再投資換算1口当たり
純資産価格・年間騰落率の推移

ファンドと代表的な資産クラスとの
年間騰落率の比較

2016/10 2017/10 2019/10 2020/102018/10

（米ドル） （%）
250

200

150

100

50

0

100

80

60

40

20

0

－60

－20

ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（%）
100

80

60

40

20

0

－60

－40 －40

－20

年間騰落率（右目盛）
課税前分配金再投資換算1口当たり純資産価格（左目盛）

← 最大値
← 平均値
← 最小値

－16.0%
－25.6%

2.1%

35.3%

－12.5%
－22.7%

－3.9%
－11.4%

－5.1%

42.1%

60.3% 57.9%

5.3% 11.4% 19.2%
9.5% 14.5% 9.9%

0.3% 2.7% 4.9%



フ
ァ
ン
ド
の
目
的・特
色

投
資
リ
ス
ク

運
用
実
績

手
続・手
数
料
等

フ
ァ
ン
ド
の
目
的・特
色

投
資
リ
ス
ク

運用実績に係る注記事項

ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。

投資有価証券の主要銘柄

資産別および地域別の投資状況 分配の推移

設定来、分配金の支払
実績はございません。

TOPIX（東証株価指数）は、株式会社東京証券取引所（以下「㈱東京証券取引所」といいます。）の知的財産であり、指数の
算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、㈱東京証券取引所が有しています。なお、ファンドは、㈱東京
証券取引所により提供、保証または販売されるものではなく、㈱東京証券取引所は、ファンドの発行または売買に起因する
いかなる損害に対しても、責任を有しません。

FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）、FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）およびFTSE新興国市場国債指数
（円ベース）に関するすべての権利は、London Stock Exchange Group plcまたはそのいずれかのグループ企業に帰属
します。各指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income LLCまたはそれらの関連会社等によって計算されて
います。London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ企業は、指数の使用、依存または誤謬から生じるいかなる
負債について、何人に対しても一切の責任を負いません。

○各資産クラスの指数
日 本 株…TOPIX（配当込み）
先進国株…FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）
新興国株…S&P 新興国総合指数
日本国債…ブルームバーグE1年超日本国債指数
先進国債…FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）
新興国債…FTSE新興国市場国債指数（円ベース）

（注）S&P 新興国総合指数は、Bloomberg L.P.が円換算しています。
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収益率の推移

（注） 収益率（%） ＝ 100 × （a － b）／ b 
 a ＝ 当該会計年度最終日の1口当たり純資産価格（当該会計年度の分配金の合計額を加えた額）
 b ＝ 当該会計年度の直前の会計年度末の1口当たり純資産価格（分配落の額）
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運用実績に係る注記事項

ファンドの運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。

投資有価証券の主要銘柄

資産別および地域別の投資状況 分配の推移

設定来、分配金の支払
実績はございません。

TOPIX（東証株価指数）は、株式会社東京証券取引所（以下「㈱東京証券取引所」といいます。）の知的財産であり、指数の
算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての権利は、㈱東京証券取引所が有しています。なお、ファンドは、㈱東京
証券取引所により提供、保証または販売されるものではなく、㈱東京証券取引所は、ファンドの発行または売買に起因する
いかなる損害に対しても、責任を有しません。

FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）、FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）およびFTSE新興国市場国債指数
（円ベース）に関するすべての権利は、London Stock Exchange Group plcまたはそのいずれかのグループ企業に帰属
します。各指数は、FTSE International Limited、FTSE Fixed Income LLCまたはそれらの関連会社等によって計算されて
います。London Stock Exchange Group plcおよびそのグループ企業は、指数の使用、依存または誤謬から生じるいかなる
負債について、何人に対しても一切の責任を負いません。

○各資産クラスの指数
日 本 株…TOPIX（配当込み）
先進国株…FTSE先進国株価指数（除く日本、円ベース）
新興国株…S&P 新興国総合指数
日本国債…ブルームバーグE1年超日本国債指数
先進国債…FTSE世界国債指数（除く日本、円ベース）
新興国債…FTSE新興国市場国債指数（円ベース）

（注）S&P 新興国総合指数は、Bloomberg L.P.が円換算しています。
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収益率の推移

（注） 収益率（%） ＝ 100 × （a － b）／ b 
 a ＝ 当該会計年度最終日の1口当たり純資産価格（当該会計年度の分配金の合計額を加えた額）
 b ＝ 当該会計年度の直前の会計年度末の1口当たり純資産価格（分配落の額）
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	 （2021年9月末日現在）

順位 銘柄 国／
地域 業種 株式数

（株）
帳簿価額（米ドル） 時価（米ドル） 投資比率

（%）単価 合計 単価 合計
1 TENCENT HLDGS LTD HKD 香港 ソフトウェア・サービス 1,800 28.14 50,643.84 59.25 106,642.90 7.11
2 MEITUAN CLASS B HKD 香港 小売 3,300 10.32 34,051.85 31.66 104,493.40 6.97
3 AIA GROUP LTD HKD 香港 保険 8,400 8.24 69,220.88 11.55 97,020.23 6.47
4 ANTA SPORTS PRODUCTS LTD HKD 香港 アパレル 5,000 6.70 33,511.70 18.85 94,249.25 6.28
5 CHINA CONST BANK H SHS 香港 銀行 127,000 0.84 106,585.37 0.72 90,995.47 6.07
6 SITC INTL HLDGS CO LTD HKD 香港 運輸 24,000 1.08 25,972.49 3.59 86,134.06 5.74
7 TECHTRONIC INDUSTRIES CO HKD 香港 電気機器 4,000 6.60 26,408.42 19.92 79,662.45 5.31
8 CHINASOFT INTL LTD HKD 香港 ソフトウェア・サービス 42,000 0.88 36,888.09 1.77 74,207.81 4.95
9 CHINA MERCHANTS BK H SHS HK LINE 香港 銀行 9,000 3.97 35,756.33 7.97 71,707.76 4.78
10 CHINA MENGNIU DAIRY CO HKD 香港 食品 11,000 3.06 33,687.57 6.44 70,834.61 4.72

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。

	 （2021年9月末日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計�（米ドル） 投資比率（%）
株式 香港 1,417,648.73 94.52
現金・その他の資産（負債控除後） 82,174.92 5.48

総計（純資産総額） 1,499,823.65
（約168百万円） 100.00

（注1）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
（注2）�米ドルの円貨換算は、便宜上、2021年9月30日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信売買相場の仲

値（1米ドル＝111.92円）によります。



毎年5月31日

管理会社は、その絶対的な裁量で、ファンドの純収益ならびに実現および未実現キャピタル・ゲインの
分配を受益者に対して行うことができます。しかしながら、本書の日付現在、管理会社はかかる分配を行
うことを予定しておりません。

ファンドにおける信託金の限度額はありません。

ファンドの計算期間の終了（毎年5月31日）およびファンドの運用の終了後に、期間中の運用経過お
よび、ファンドが保有する資産の内容などを記載した交付運用報告書および運用報告書（全体版）を
作成します。交付運用報告書は、販売会社または販売取扱会社を通じて受益者にお渡しします。

課税上は公募外国株式投資信託として取扱われます。

ご投資にあたっては「外国証券取引口座」が必要です。（開設・口座管理料等に関しては販売会社に
お問い合わせください。）

決 算 日

収 益 分 配

信託金の限度額

運 用 報 告 書

課 税 関 係
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お申込みメモ

10口以上1口単位

各取引日における受益証券1口当たり純資産価格
（注1） 「取引日」とは、ファンド営業日を指します。
（注2） 「ファンド営業日」とは土曜日、日曜日以外の日で、ダブリン、ロンドンおよび東京において銀行が

営業しており、かつ、香港において証券取引所で取引が行われている日、または管理会社が受
託会社との協議の上、ファンドについて随時決定するその他の日をいいます。

投資者は、申込み注文の成立を販売会社が確認した日（以下「約定日」といいます。）から起算して日本
での4営業日目までに申込金額を販売会社に対し円貨または外貨で支払うものとします。

1口単位

買戻日における受益証券1口当たり純資産価格

買戻代金は「外国証券取引口座約款」およびその他所定の約款の定めるところにしたがって、販売
会社または販売取扱会社を通じて、円貨または外貨で支払われるものとします。

販売会社の定める時間とします。

2021年12月1日（水曜日）から2022年11月30日（水曜日）まで
ただし、申込みは、ファンド営業日である日本における金融商品取引業者の営業日に取り扱われます。

クローズド期間、大口解約の制限等はありません。

管理会社は、受益者の利益保護のためにそうすることが適切かつ効果的と判断した場合には、受託会
社の事前の同意を得て、1か月を超えない期間、ファンドの純資産総額（および受益証券1口当たり純
資産価格）の決定を停止することができ、かつ受託会社の要請がある場合には停止します。管理会社
または受託会社がファンドの純資産総額の決定を停止するであろう状況は以下のとおりです。

⒈ ファンドの投資対象の重要な部分が建値されている取引所が（通常の休日以外で）営業しなかっ
た場合、または当該取引所での取引が制限もしくは停止されている場合、

⒉ ファンドの投資対象の処分を実行不可能とし、もしくは受益者に対し重大な悪影響を与えるとの
結果を招くような異常事態を構成する事由が存すると受託会社が判断した場合、

⒊ ファンドの保有資産の価格または価値を決定する際に通常用いられている通信手段が使用不能
になった場合、また理由を問わずその保有資産の価格または価値を速やかにかつ正確に確認す
ることができなくなった場合、または

⒋ 当該保有資産の実現と取得に伴う資金の移転が通常の為替レートにより執行することができな
いと受託会社が判断した場合。

当該停止期間が2週間を超えるであろうと管理会社が判断した場合、管理会社は、できるかぎり早くそ
の旨を各受益者に通知しなければなりません。純資産総額の計算が停止している期間は、ファンド証
券の発行、買戻および名義書換は一切行われません。

信託証書の日付（2005年7月29日）から150年間

ファンドは、下記の場合に解散されます。
⒈ 受託会社と管理会社が合意した場合
⒉ 受益者集会において決議された場合
⒊ 信託証書締結日から開始する150年の期間の満了が経過した場合
⒋ 受託会社が退任する意図を書面により通知した場合、または受託会社に関し強制清算もしくは

任意清算が開始した場合で、管理会社が、かかる通知が出された後または清算が開始した後60
日以内に、受託会社の代わりとして受託会社の職務を引き受ける用意があるその他の会社を任
命すること、あるいはその任命を獲得することができない場合

⒌ 管理会社が退任する意図を書面により通知した場合、または管理会社が、受託会社より解任さ
れる場合で、受託会社が、かかる通知が出された後または受託会社による解任後60日以内に、
管理会社の代わりとして管理会社の職務を引き受ける用意があるその他の会社を任命すること、
あるいはその任命を獲得することができない場合

 また、信託証書に規定された事由または上述の事由により解散されるか、管理会社と受託会社が
ファンドの存続を決定しない限り、ファンドは以下の事由の発生により解散します。

⒍ ファンドの純資産総額が500万米ドル以下になり、管理会社がファンドを終了する旨をファンドの
受益者に3か月前に書面で通知することを決定した場合

購入（申込み）単位

購入（申込み）価額

購入（申込み）代金

換金（買戻し）単位

換金（買戻し）価額

換金（買戻し）代金

申 込 締 切 時 間

購入の申込期間

換金（買戻し）制限

購入・換金（買戻し）
申込受付の中止
お よ び 取 消 し

信 託 期 間

繰 上 償 還



毎年5月31日

管理会社は、その絶対的な裁量で、ファンドの純収益ならびに実現および未実現キャピタル・ゲインの
分配を受益者に対して行うことができます。しかしながら、本書の日付現在、管理会社はかかる分配を行
うことを予定しておりません。

ファンドにおける信託金の限度額はありません。

ファンドの計算期間の終了（毎年5月31日）およびファンドの運用の終了後に、期間中の運用経過お
よび、ファンドが保有する資産の内容などを記載した交付運用報告書および運用報告書（全体版）を
作成します。交付運用報告書は、販売会社または販売取扱会社を通じて受益者にお渡しします。

課税上は公募外国株式投資信託として取扱われます。

ご投資にあたっては「外国証券取引口座」が必要です。（開設・口座管理料等に関しては販売会社に
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決 算 日

収 益 分 配

信託金の限度額

運 用 報 告 書

課 税 関 係
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お申込みメモ
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 また、信託証書に規定された事由または上述の事由により解散されるか、管理会社と受託会社が
ファンドの存続を決定しない限り、ファンドは以下の事由の発生により解散します。
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● 上記は、2021年11月30日現在のものです。税率に関しては、2038年1月1日以後は20%となります。今後も税法が改正された
場合等には、税率等が変更される場合があります。

● 法人の場合は上記とは異なります。
● 税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

税金

●税金は表に記載の時期に適用されます。
●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。
時期
分配時

換金（買戻し）時
および償還時

項目
所得税および地方税

所得税および地方税

税金
配当所得として課税
分配金に対して20.315%
譲渡所得として課税
換金（買戻し）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315%
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ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用
購入（申込み）時手数料 購入（申込み）時手数料は、商品および関連する投資環境の説明および情報提供等、ならびに

購入に関する事務コストの対価として、購入時に頂戴するものです。
日本国内における申込手数料は、以下のとおりです。
	申込口数	 	 	申込手数料	
	1万口未満			  3.30%（税抜3.00%、税0.30%）
	1万口以上5万口未満			 2.75%（税抜2.50%、税0.25%）
	5万口以上			  2.20%（税抜2.00%、税0.20%）

換金（買戻し）手数料 かかりません
投資者が信託財産で間接的に負担する費用（注）
ファンドの運用管理費用（管理報酬等）
純資産総額に対し年率1.625%＊（毎月最低8,500米ドル）および年間2,500米ドルを超えない額ならびに評価・取引
手数料等、保管報酬および実績報酬
＊�本料率は、以下に記載されている各報酬の料率（ファンドの純資産総額等に応じて料率が変動するものについては、そのうち

最も高い料率）を単純計算で足した合計料率です。最低報酬が適用され実際に支払われた報酬に基づき料率を逆算した
場合、これとは異なる料率となる場合があります。

（ただし、下記のその他の費用、手数料等もファンドの信託財産から支払われます。）

内
訳

手数料等 支払先 役務の内容 報酬料率
管理報酬 管理会社 ファンド資産の管理・

運用業務
ファンドの純資産総額に対して年率0.10%（毎月後払い）

受託報酬等
①	受託報酬 ①	受託会社 ①	ファンドの受託業務 ①	�ファンドの純資産総額の4,000万米ドル以下の部分に

対して年率0.125%、4,000万米ドルを超える部分に
対して年率0.10%（毎月後払い、毎月最低8,500米ドル）

②	�管理事務	
代行報酬

②	�管理事務	
代行会社

②	�ファンド資産の管理
事務代行業務およ
びファンドの登録
事務代行業務

②	�管理事務代行会社報酬（上記①の受託報酬から支払
われます。）、年間2,500米ドルを超えない額の固定額
の登録事務代行報酬（比例計算により毎月後払い）
および評価・取引手数料等

③	保管報酬 ③	保管会社 ③	�ファンド資産の保管
業務

③	�保管会社および受託会社の間で合意した料率等の
報酬

投資運用報酬 投資運用会社 投資運用業務 ファンドの純資産総額に対して年率0.70%（毎月後払い）
また、投資運用会社は、各評価日に計算されかつ発生し、
各暦四半期の最終評価日に後払いされる実績報酬を
受領する権利を有します。
受益証券1口当たりの実績報酬 ＝

（発生済み実績報酬控除前の受益証券1口当たり純資産
価格 − ハイ・ウォーターマーク）×15%

代行協会員報酬 代行協会員 １口当たりの純資産
価格の公表を行い、ま
た、目論見書、運用報
告書を販売取扱会社
に送付する等の業務

ファンドの純資産総額に対して年率0.20%（毎月後払い）

販売報酬 販売会社 口座内でのファンドの
事務手続き、運用報
告書等各種書類の
送付、購入後の情報
提供等

ファンドの純資産総額に対して年率0.50%（毎月後払い）

その他費用・
手数料

マネー・ロンダリング・コンプライアンス・オフィサーおよびレポーティング・オフィサーの報酬ならびに
ファンドの直接の運営費用（公租公課、銀行手数料、券面印刷費、信託証書およびファンドに関する
その他一切の書類を作成し、提出し、印刷する費用、合理的な額の弁護士費用、監査費用および
会計費用ならびにマーケティング費用等を含みます。）がファンドの信託財産から支払われます。
上記手数料等は、運用状況等により変動するものであり、事前に料率、上限等を表示することができ
ません。

（注）‌�当該手数料等の合計額およびその上限額ならびにこれらの計算方法については、ファンドの運用状況および投資者の
皆様がファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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● 上記は、2021年11月30日現在のものです。税率に関しては、2038年1月1日以後は20%となります。今後も税法が改正された
場合等には、税率等が変更される場合があります。

● 法人の場合は上記とは異なります。
● 税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

税金

●税金は表に記載の時期に適用されます。
●以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。
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所得税および地方税
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税金
配当所得として課税
分配金に対して20.315%
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換金（買戻し）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315%

フ
ァ
ン
ド
の
目
的・特
色

投
資
リ
ス
ク

運
用
実
績

手
続・手
数
料
等

ファンドの費用



投資信託説明書
（交付目論見書）

FC T - Trust - Haitong Aizawa China Number One Fund


